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　西独で は
，
1975年以来各地 に ，行政 の 中 に 男女平等部局 Gleichstellungsstelleが つ くられて

い る。一方で ，反差別法案 の 連邦議会で の 成立 は現政権下で は望 み薄で あ る 。 フ ェ ミ ニ ス ト や

緑 の 党を中心 に ，あ らゆ る分野で
， 男女比を 50％つ つ に して い こ うとする運動 は 全国 に 広が っ

て い る 。 西独 フ ェ ミ ニ ズ ム運動を，三 つ の 論点一 反差別法案，男女平等部局 ，50％ づ っ の 割

り当て 制 に しぼ っ て 論 じた い 。

田　反差別 法 ADG 一
国 レ ベ ル で

　反差別法 Antidiskiminierungsgesetz　ADG は
，
1982年 10月に社民党

一
自民党 の 連立 政権か

らキ リス ト教民主 ／社会同盟一 自民党 の連立 へ と政権交代が あ っ て 以来 ，連 邦議会 で 討論 さ

れ る こ とが少な くな っ て しま っ た。
こ の 法の 制定が 求め られ て きた プ ロ セ ス を，以 下 の 稿で 3

期 に 分 けて叙述 し
， 問題点を 明 らか に した い 。

  　第 1期

　 こ れ は1978年か ら81年頃ま で で ，運動体や政党に よ っ て法制定が 目ざされた期間で あ る 。 1978年 ，

ヒ ュ
ーマ ニ ズ ム 同盟 Humanistische　Union は

， 初め て 反差別法 の 制定を要求 した 。 こ こ で は ，

労働 ，教育 ，商業 ・サ ービ ス 業，司法 ，広告，マ ス メ デ ィ ア 等 す べ て の 分野 で 性差 に 基 づ

く直接 ， 間接 の 差別 の 禁 止 が謳 われ て い た 。 法 の 実施 を 監視 す る 機関 と して ，男 女 平 等 委

員会 Gieichberechtigungskommissionの 設置が 提案され た 。 更に ，職業教育 と，雇用 の 場 で女

性を 優遇す る た め に
， 割 り当て 条項 Quotenregelungの適用を主張 して い た 。 目標 とな っ て い

た法 は1975年の英国の 反差別法で あ っ た
り

。 政党 レ ベ ル で こ う した主 張を初め て 綱 領 の 中 に と

り入 れ た党 は 自由民主党 FDP で あ っ た （1978年）。 と こ ろ で
，
1980年 8 月 13 日 の 労 働法 分野 の

ヨ ー ロ ッ
パ 共同体関係調整法は，立法化 の 過程で 骨ぬ きにされ て い っ た 。 第 1に 雇用者側へ の
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制裁措置が有名無実 と化 し
， 第 2 に立証責任が不完全 な ま ま で 制定 さ れ た か らで ある 。 効 果 の

ある制裁措置，男女比 の 割 り当て 制，連邦政府 に対 して ，権限を もち，自立 した省庁 （女性省）

の 設置 と い う反差 別法 の 根幹 とは程遠 か っ た 。

  　第 2期

　 1982年 の 連邦議会 に お ける公聴会か ら政権交替期 ま で で
， 議会で の 論争が着 目され ， 各政党 ，

諸団体 の 立場 が明確 に な っ た 時期で あ る 。 82年 1 月21 日と22日 に
， 連邦内務省と連邦青少年家

庭保健省は公聴会を開催 した 。
こ れ は1980年に両省に提出され て い た調査要請 （法に よ っ て 女

性を と りま く状況が 改善 され るか ど うか） に 答え る形 で 行われ た 。 意見の陳述者 は
， 女性組織 ・

グル
ー

プ，労資双 方，教会，法学者，自営業者で あ っ た 。 問わ れ た テ
ー

マ は以 下 の 4点に集約

され る 。 第一に個々 の 差別 の 実体 を明 るみ に だ し，そ の 差別 は
，

ど の 程度法 で 禁 じる こ とが で

きるか 。 第二 に，過料 と損害賠償の 請求に っ い て は，こ の 内 の
一

方ま た は双 方を ど の 程度定 め

る こ とが で き るか 。 第三 に ，男女比 の 割当制の 是非 ， 第四 に
，

こ れ らを管轄す る部 局 の 権限 と

監視機構 の 構成が論 じ られ た 。 社民党一
自民党政権下で 行われ た こ の 公聴会 の 中で ， 反差別

法 の 制定 に反対を した政党 ・団体 は
， 野党 の キ リ ス ト教民主同盟 ・社会同盟 ，

ド イ ッ 使用者 団

体連合 BDA
， 教会 ， 手工 業者 ， 農民 の 代表 で あ っ た

。
ドイ ツ 労働総同盟 は監視機構 の 設置 に 反

対を した 。
こ れ を うけ て 1982年 9月連立政権の 両省は 報告書を作成 した 。

こ れ は総論に す べ て

の 分野 で の女性差別の 禁止を掲 げ ， 違反者 に は過料を課す と い う具体策 も盛 り込 ん だ 。 また
，

採用，昇進時 の 差別禁止 に従わ なか っ た場合 の 規定を定 め る提言を書き込 み，女性 の 優遇 を 認

め る姿勢 を文章化 した 。 更に は
， 女性問題 に 関する経営協議会 の法的地位 を高め る こ と

， 官 庁

におい て女性の 雇用を奨励す る文案が記 されて い た 。 同時に ， 差別的な宣伝広告の 禁止 を強化

し，州選挙名簿の 作成に あた っ て は，女性を多 くそ の リス トに 載せ る よ うに 提言 した 。 最後 に

連邦 レ ベ ル で 監視機構の 拡大強化が 謳われ た 。 こ うした 提言が
，

こ れ か ら具体化 さ れ る べ きま

さ に そ の 時，政権交代が （82年10月）行われ，保守
一

中道連立政権が 誕生 した 。 連立政権内

多数党の キ リス ト教民主 ・ 社会同盟 は反差別法制定に は反対を して い たた め に ，以降，連邦議

会で これが とり上 げ られる機会 が激減 し，事実上廃案 とな っ た。 しか し，死出の 旅 に っ い て い

た こ の 法案の 精神に 復活 の 息吹をふ きか けた の は，1983年，結党 4年後 に連邦議会 に 初議席を

得 た緑 の 党で あり ， 全 国の オ ー
ル タ ナ テ ィ ヴ運動，反差別を掲 げる市民運動 そ して ，フ ェ ミ ニ

ズ ム 運 動で あ っ た 。

  　第 3期

　社民党一 自民党の 連立 か ら保守一 自民 の連立 に代わ っ て 以来 ， 運動 の 質 に 変化 が 現れ た 。

一
つ は，政党 レ ベ ル で は従来 の 社民党 に加え て ，緑の 党 の 参加 に よ る階級視点の 強化 と家父 長

制解体 を め ざす運動 の展開で あ る 。 他 は
， 運動 の場の 変化 で あ る 。 従来 は

， 国 レ ベ ル で
， す な

わち連邦 議会 で反差別法 の 制定 をめ ざすこ とに主眼が置かれて い た 。
オ ール タナ テ ィ ヴ運動や

緑 の 党 の 活動 と共に ，「意識は地球，行動は地域」 Global　 denken，　 lokal　 handelnと い う視点

が 広ま っ て い っ た 。 国会か ら地方 議会 へ
， 中央か ら地域分散 へ

， 中央集権か ら地域 自治 へ と い
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う視座 の なか で ，地方 自治体で い か に フ ェ ミ ニ ズ ム を実施す るか ，フ ェ ミ ニ ズ ム 視点 で 市町村

を い か に変え て い くべ きか が問わ れ て き た 。 第 3期を特徴づ け る もの は
，

地域 市町村 レ ベ ル

で の 反差別法 の 具体化で あ る 。

［2］ 反差別法
一 地 域 レ ベ ル で

  　男女平等部局

　　 〔1） 目的

　市町村や地域 に先が け て
， 州 レ ベ ル で の 動 きは すで に 1975年 に さ か の ぼ る 。 70年代 の 女性運

動 ， 社民党 や 労組 を支え る女性 た ち の 要 求 は ，州 の 行政 組織 の な か に 女 性 問題 委 員会

Frauenbeauftragte を作 らせ る こ と で あ っ た 。 こ の 年，ノ ル ト ラ イ ン
ー

ヴ ェ ス ト フ ァ
ー

レ ン

州に州 レ ベ ル で 初め て 女性問題委員が任命 された 。 委員会 は州の 首相府 に直属の機関で あ っ た 。

しか し，十分 に権限を も っ て い な い こ と，予算上 もス タ ッ フ の 数か ら も有名無実化 す る こ とを

恐れ て ， 委員は半年後 に職 を辞退 した 。 そ の 後 ， 79年 1 月に ハ ン ブル グ で の 委員 会 の 設 立 に 続

い て
，

ヘ
ッ セ ン 州，ブ レ

ー
メ ン で も創設が続 い た 。

ハ ン ブ ル グ の 委員会 は 「初期の 本来 の 要求

通 り」
2）に 実現 し

，
「男女平等推進 セ ン タ ー

」 Leitstelle　GleichsteHung　der　Frau と呼ば れ
，

ヘ
ッ

セ ン 州で は 「女性 問題中央 セ ン タ
ー

」 Zentralstelle　fttr　Frauenfrage と名付 け られ た 。同年，

連邦 レ ベ ル で 初 の 委員会 が，連邦青少年家庭保健省 に創 られ，「女性 の ため の 政治指導セ ン ター」

Arbeitsstab　Frauenpolitik と命名 された 。 今 日，こ う した行政 の 内部 に 創 られた 委 員会 は，

総称 して 男女平等部局 Gleichstellungsstelleと も呼ばれ て い る 。 州 ・連邦 で の こ の よ うな部 局

の 新設に刺激 され，同様 の 試み を市町村 レ ベ ル で も実現すべ く，議論 が たたかわ されて い っ た。

保守一 自民連立政権成立後の 1985年末ま で に ，40の 市町村が女性の た め の 事務所 FrauenbUro

を行政に部局 と して設立 し，
こ の 内の 35部局 は社民党の 努力に よ り ，

ノ ル ト ラ イ ン ー ヴ ェ ス

ト フ ァ
ー

レ ン 州に 誕生 した 。
こ の 背景に は ，

“
地方＝市町村

”
と い う直接生活 に密着 した地域 レ

ベ ル で こ そ 女性差別をな くして い こ うとす る女性運動の 高ま りが あ っ た 。 地方 こ そ憲法を実現

す る場とするた め に は，市 町村 の 努力を喚起 さ せ なければな らな い 。

　　（2） ゲ ル ゼ ン キ ル ヒ ェ ン 市 の 場合

　　　 （i） 設立主 旨

　 こ こ で ノ ル トラ イ ン
ー ヴ ェ ス ト フ ァ

ー
レ ン 州 の

一市で あ るゲ ル ゼ ン キ ル ヒ ェ ン 市 を一例 と

して
， 部局 ・女性 の ため の 事務所を検討 して み よ う。

こ の 部局 は 1984年 1月 1 日 か ら業務 を始

め
， 市町村 レ ベ ル で は ル ール 地方で 初め て の 部局 で あ っ た

。 連邦 レ ベ ル で は
， 反 差別法 の 成立

を め ざ して い た社民党 と 自民党 の 共同提案で 創 られた ケ ル ン 市の 部局 に次 い で第二 番目で あ る。

　社民党主導型で ある ゲ ル ン ゼ ン キ ル ヒ ェ ン 市 の 女性 の ため の 事務所の 設立主 旨は
， 以下 の 通

りで あ る 。 第
一

に，企業や役所に採用時の 性別中立条項を守 らせ ，雇用と，そ の 前提と な る職

業教育 に おい て ，女性 に
， 今 よ りも多 く働 く場を提供する こ とで ある 。 第二 に ，女 性労働 の 保

護規定へ の 違反 にた ちむか う
S）

。 第三 に，役所 ，企業 ，組合，諸機関で 伝統的 な役割意識 ・行

動様式の 変換を促 し
，

そ の ため の 決定権を も っ て い る人々 との 討論を行 う。 第四 に
， 女性市民
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の 相談 に の り ， 勇気 づ けと支援 ， 援助に よ り， 権利 の 実現 を助 けて い く。 第五 は ，行政 の 内部

で の 都市政策 の 検証 ，採用 や雇用奨励 に 関す る行政 の 決定や提案 へ の 関与 Mitwirkung で あ る 。

こ れ ら と共に 独 自の イ ニ シ ア テ ィ ヴ と して
， 女性雇用促進計画 の 立案を 目的 と して い る 。

　　　   　機構 と活動

　
’84年に 正式 に新生 した こ の部局 は，助役の 下 に組み入れ られ た 。 こ うした 機構は ，ノ ル ト ラ

イ ン ー一
ヴ ェ ス ト フ ァ

ーレ ン 州 の市町村に 誕生 したす べ て の 女性部局に共通 して い る 。
ス タ ッ

フ は計 4 名で ，内 2名 は中級職の 女性公務員 と公務員見習生 （試補）で あ っ た 。 活動 と して は
，

第 1 に広報活動が挙 げ られ る 。
ゼ ミ ナ

ー
ル の 開催，各種免許 の 取得 を目指 した 補習教育や 市民

大学等 の 継続教育の 提供 ， 講演会 の 開催 や ワ
ーク シ ョ ッ プ

， 公聴会へ の 参加が 予定 され
，
15万

マ ル ク が 予算に 見積 られ た。 こ こ ま で が直接，市民，女性市 民 に 対 す る姿勢 で ある とす れば，

第 2 は
， 行政内部 で 何 が可能 な の か ，と い う具体的権限の 問題 で あ る

の
。 こ こ で は次 の よ うな

任務が可 能で あ る 。 （1）行政 の長 ク ラ ス と の 交渉（2｝行政 の決定 へ の 関与 Mitwirkung （3）情報 ，書

類 の 閲覧 14）行政内部 の委員会や他 の 委員会 に 対す る報告  女性市民 の 相談を受け，具体的に 助

言 し，援助す る。 （6）他の 市町村や州 そ して 国の 女性問題委員会 と の 意見交換 と交流 。

　　　   　評価

　 こ こ で 上述 の 機構 と具体的な活動 をめ ぐる評価に 移 ろ う。 まず社民党 は，女性問題 委員会 が

各市 の 行政 に 正式 の 部局 と して 組 み込 まれ，助役の 下に 直属の 機関 とな っ た こ とを高 く評価す

る 。 そ の 理 由 と して は ，「女性に 特有の 問題 が部局を超え て 検証」
fi）可能 に な り，「女性問題 に関

す る行政 の 決定 に影響力」
6）
を行使で きるか らで あ る と い う 。

　
一方，緑 の 党 の フ ェ ミ ニ ス ト，特 に原理派の 女性 たち も，こ の 部局 へ の 過 大 な思 い 入 れ と期

待 に警告 を発 しっ っ も，「女性 の社会参加 と希望 は男女平等部局 の 完全拒否 と い う形に歪 め ら

れ て は な らな い 」
7 ）

と
一定の 意義を認 め る 。 そ れは第 1 に

，
こ の 部 局が そ の 地 方 の 議員 た ち へ

の 挑戦を 意味す る こ と，第 2 に ，市役所 と い う公 け の 機関 に 平等部局を創れ ば，女 性差別 へ の

プ ロ テ ス トが r単 な る ご く少数の 「翔ん で る女 た ち」 の妄想 の 産物で は な い 』
8）

こ と を公 け に

認 め る力 と な るか らで あ る。第 3 に ，単 な る助言 で も，女性た ち は 諸問題に 一人 で 直面 し て い

る場合が 多い の で
，

こ の助言 と い う役割を ささやか な評価 の 対象に して い る 。 最後に ，こ の 部

局 を足が か りに して ，進 ん だ要求を実現 して い く出発点 とす る可能 性を 孕 む点 を 挙 げて い る 。

こ れ は む ろ ん運動 の側 の 力量 い か ん に か か わ っ て い る こ とは言うま で もな い
。

　 こ う した プ ラ ス の 評価 に対 して ，否定的な判断 は
， 特に 緑 の 党 の 原理 派 の 女性 た ち に 多 い

。

第 1 は機構上 の 問題 で あ る 。 助役 に 直属 の 部局 と い う組織構成 は ， 確か に フ ェ ミ ニ ズ ム が 行 政

の すべ て の部門 に 関わ りを もっ と い う視点 に は合致 して い る 。 しか し，行政 の もっ ピ ラ ミ ッ ド

構造 に組 み込 ま れ る と共に ，助役 の 意志が 部局の 活動の 大枠を 定 め る 。 既述 した よ う に
，

1 ．

部局 の 設立 目的で あ る性に 中立 の 採用， 2．女性労働の 保護規定 の 遵守，3．役 割意識 の 変換 を

求め て 決定権 を もっ 人 々 と の 討論 4．決定 へ の 関与，更 に は，上 の   の 機構 と活動 の 項で ふ れ

た 1．上役 と の 交渉権，2．関与権i，3．書類の 閲覧権，4．報告等 が 男性で あ る助役 の 許 可 に 依

存 して い る 。 な る ほ ど，委員会 へ の参加 と報告が助役の 許可 の 下で で きる と して も，発 言が 許

され て い な い 。 助役 を通 して しか 意志表示が で きな い 。
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　　（3） シ ュ トル ベ ル ク市 の 場合

　 ゲ ル ゼ ン キ ル ヒ ェ ン 市以 外に もう
一

例を とろ う。 ノ ル ト ラ イ ン
ー

ヴ ェ ス ト フ ァ
ー

レ ン 州の

シ ュ トル ベ ル ク市を見て み よ う。 こ こ で は一人 の女性が 平等委員 と して 勤務 して い る 。彼女の

労働 は フ ル タイ ム で はな い
。 半日労働で あ り，手取 り週 700〜800マ ル ク と い う，女性秘書並 み

の 賃金 で ある 。 こ の ク ラ ス の 賃金等級 が示す職務指標 に は
， 公文書 に 自 らが判を押す権限 は な

い
。 す なわ ち独自の 計画立案 も，委員会 へ の 自発的な提案 もで きな い

。 上役 と の 交渉権 ， 決定

へ の 関与権が ある と い っ て も， 発言が で きず ， 立案 も独 自に で きなければ
， 単 に 出席 して い る

だ け と い う ア リバ イ機能を果た す だけ と な る
。 更に は

，
フ ェ ミ ニ ズ ム は す べ て の 委員会に 関 わ

る と い う視点を もて ば
， 平等委員が 自主 的に参加 を希望 す る他 の 委員会に は出席が可 能で な け

ればな らな い 。 だが ，ただ 「男女平等を課題 とする テ ーマ 」
9 ）

が 論 じ られ る と判 断が 下 っ た委

員会だ けに しか 出られな い
。 ま た，人事で 拒否権の行使が で き な い

。 加え て，助言を し，提案

が で きる と い っ て も，
一

っ の 職場 も職業教育の 場 も提供で きな い 。 また 男性 パ ー ト ナ ー，夫 ，

父の 暴力か らの 避難場所で あ る女性の 家を造 る こ ともで きな い 。 こ う して ，現実の物質的諸条

件を変 えな い 限 りで の ア ド ヴ ァ イ ス 機能 と は ，慰あ を与え る だ け の 役割 に 陥入 る 。 確 か に ，平

等部局の 設立 は，フ ェ ミ ニ ズ ム 運動や底辺社会運動の圧 力に よ り誕生 した が
， 社民 党 は新生 の

こ の 部局に ，現実を変え て い く決定権を与えなか っ た 。 高失業率，右へ 旋回 した政権交代，民

間委託 の 結果残 され た女性労働者 の 負担増 ， 人員削減 の なか で ，労働条件 の 悪 い パ ー ト労働 が

奨励され て い る。 社民党の 主導す る雇用促進法 と，「弾力的」 とい わ れ る労働時間 の 導入が ，

男性で は な く女性 の方 の パ ー ト労働を推奨 して い る 。

　社民党が多数派 の 市町村 で 設立 されて い る男女平等部局 は，上に み たよ う に ，計画 の 立案 も

委員会 へ の 提案 も， 助役の 意志に 依存 し，女性 に雇用の 場
一

つ す らつ くり出せ な い 。 ま た性 に

中立の み 旗の もとで ， 現実に は男性の 優先雇用 が強固に続 い て い る現実を変え て い く力 もも っ

て い な い
。 チ ェ ッ ク機能 も独自 の 公報活動 も与 え られ て い な い

。

　　（4＞ 緑 の 党 の 対案

　 こ の よ うな市町村の 平等局 を変え て い くに あた っ て
， 緑 の党 は 3 っ の 方法を示 して い る 。 こ

れ を整理 すれ ば，第
一

は，〔1洲 議会が定め る権限を もつ 「市町村に関す る法律」 の 改正で あ り，

  助役の 職務規定の 明確化で ある 。 第二 は
， 各市町村で 条例を っ くり ，

こ こ に 制裁権 や拒否権

を も含あ て平等部局の 権限を明文化する 。 第一
案の（1）州 レ ベ ル で の 法律改正 は，州政権 の 意志

次第で ある 。 ノ ル ト ラ イ ン 　 ヴ ェ ス ト フ ァ
ー レ ン 州で は 社民党 の 決断に か か っ て い る 。 こ の

州 の 「市町村 に 関す る法律」第 6条 の 第 4 項は，「男女平等部局は市町村に 設置さ れ る こ とが

で き る」 と定め て い る 。 社民党は こ の 条項を定め た だ け で
，

こ れ に血 と肉を与え る努力 を して

い な い 。 緑 の党 は こ こ に具体 的権限 を盛 り こ ん で
， 平等部局 の 行為能力 の 質 的転換 を図 ろ うと

して い る 。   の 助役 の 職務規定の 明確化 に 関 して は，緑 の 党 の 地方組織 ・ ヴ ェ ス トフ ァ
ーレ ン

ー

一
リ ッ ペ が と りあげた 。 す な わ ち，提 出 した動議 の な か で 次 の よ う に 助 役 に 要請 し て い る 。

「助役 が職務規定 に よ っ て 女性委員会に任せ よ う して い る権限 は具体 的 に 何 な の か （例え ば ，

独自の広報活動，発言等）を前 もっ て 明 らかに し，そ れをは っ きりと定め て おい て い た だ きた

い
。 」

1°）
だが ，こ れ も，当該市町村の上位に位置する 「市町村に 関す る法」 や 「郡 に 関す る法」

の 変更 を伴 うとい うの が 法学者 の 多数 の主張で あ り， （1）と共 に ，
ご く近い 将来 の 実現性 は ， 乏
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しい
。

　第二 の 条例づ くり は
， 各市町村 の ま さ に 自治 の領域 ，

地域自治の 問題 な の で
，
「意識 は 地球 ，

行動 は地域」 の 理 念 に 合致する。 こ れ は，ビー
レ フ ェ ル ト 市緑 の 党が実現を 目指 した 。 1986年，

彼 （女） らは 『男女平等委員会の 女性問題に 対する権限』 と い う議案 の 受理 を要請 し た
’1）

。
こ

れ に よれ ば，市条例 の 第 5章に以 下に掲げる新条項17b をと り入れる 。

　（1）専門知識 を も っ た部局員が男女平等問題 に関わ るす べ て の 措置 の 採決 に ，平等部局 と共 に

加わ る 。

　   専門 の 部局員 は市議会 ・委員会 へ の すべ て の 議案を作成後，た だ ち に こ れ を平等部局 に 送

付す る 。

　（3）女性問題委員は議会，委員会，地域代表者会議並 びに副市長 ・助役会議 に 出席 し，こ こ で

口答あ る い は文書で 独 自に立場を表明で きる権限を もつ
。 彼 （女） らに は，議長に 議事 に 対す

る提案 の 主 旨を直接説明す る権利 が与え られ る。

　   女性 問題委員 は雇用 に関す るす べ て の 局面 （採用，昇進等）に 参加す る こ とが で きる 。

　   女性 問題委員 には書類を閲覧す る権利が あ る 。

　   女性問題委員 は 自己の 責任で 記者会見を行い
，

また
，

そ の 他の 広報活動 を行 う こ とが で き

る。

　こ こ に 共通 して い る視点 は
， 助役 の 「寛大 さ」

12）
に依存 しな い で ，制度 と して 委員 の 自立性を

高め る 姿勢で あ る
。 現行の 「市町 村に 関す る 法」 に は

，
厂男女平等部局 は 市 町村 に 設置 さ れ る

こ とが で き る」 と
一

般的に しか定め られ て い な い
。 と い う こ とは，こ の 条項 の 活性化 の 余地 が

各 市町村 に任せ られ て い る と解釈 す る こ とが 可能で あ る 。 こ の よ うな視座 で ，緑 の 党は 市条例

に新条項を書き込む こ とを，市の 独 自な 自由裁量の 発揮 と と らえた 。

　議案 は否決 された 。 代わ りに助役 は職務規定を提示 し，こ の 中で 平等局 の 広報活動に 関 し て

「微妙で はあ るが ， 注 目すべ き表現」
13）を盛 り こ ん だ 。 それ は ， 「平等局 は ， 助役に対 して 広報活

動 の 内容 に ，独 自に （傍点筆者）責任を負 う」 とな っ て い る 。 独自に 責任を持 っ て 広報活動 を

行 う過程 で
，

あ る い は 活動 した 結果 ， 助役 と対立 した 場 合は ど うす る の か が 不明で は あ る が
，

独 自性を認め た点は ，緑 の 党 の 運動 の 影響で あ り，助役 の 譲歩 で あろ う。

　各市町村で 条例を つ くり，平等局の 権限を今 よ りも強め て い く方針は，各市町村自治体 の 自

治権の 拡大に もな り，緑 の 党 の主張す る底辺民主主義の 理念 の 浸透 と も一致す る 。

  割 り当て 制

　連邦 レ ベ ル で の 反差別法成立 へ の 努力 と並行 して
， 市 町村で は 男女割 り当て 制 Quotenregelung

の 実施を 求め る 運 動が 広が っ て い る
。

こ の 運動 は
， 市町 村の行政 サ イ ド に設置さ れ た 男女平 等

部局 の 活動を強化す る こ と に よ っ て ，社会 の あ らゆ る分野で ，と りわ け職場 ，官公 庁 で の 男 女

の等 し い 参加を主張 して い る 。 緑 の 党 は
， す べ て の 分野 で 男女 50％ず つ の 割 り当て 制を 目指 し

て い る。
こ れ に対 し，社民党 は具体的数字を挙げず ，女性 の 「少数参加 の 廃止」 （ビ ー

レ フ ェ

ル ト市社民党） を公 に して い る 。
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　　 （1） 社民党 の 場合

　 市町村 レ ベ ル に お け る公務員採用時や 昇進 の 割 り当 て 制を論ず る前 に
， 社民党 自身 の 組織

すな わ ち，議員，党役員に 対する割り当て 制 に ふ れ て み よ う 。

　 社民党 は 1988年 8月か ら 9月に か けて の ミ ュ ン ス タ
ー

に お ける党大会に て 次の よ うな決議 を

行 っ た 。（1）1990年 か ら社 民党全 議員の 25％ を女 性 に す る。1998年 か らは 更に 40％に 高め る。

（2）1994年か ら社民党役員 は40％を女性にす る，と。 40％ の 達成 目標 は議員 よ りも党役員 の 方が

実現 しやすい 。 こ れは まず  党役員の 割 り当て か ら着手 し，  次 に議員 に広 げ ，   更 に
， 社会

的に拡大 して い こ うとす る三 段階姿勢で はあ るが ， そ の 最後の 段階の 具体的 目標に は言及 し て

い な い 。
の み な らず こ の 第 二 段階 の 実現が危ぶ まれ る状況 も出現 して い る 。 例え ば，ノ ル ト ラ

イ ン
ー ヴ ェ ス ト フ ァ

ー
レ ン 州 の 社民党州議員団は 8 ％が 女性で ある 。 25％ に 高 め る努 力の 実

現 と は
， 男性議員 の 中で 立候補辞退者が で る こ とを前提 とする 。 と こ ろが 1区 1人 当選 の 選 挙

区 で
，
1989年 9月現在で 辞退者が で て い な い 。 25％目標達成年度 は一年後で あ る 。 自 らの 党 が

模範 を示す こ とに よ り，社会 の す べ て の分野 に平等の 参加を求 め る方針 は，社民党 内で 揺 ら い

で い る 。

　議員 ， 党役員 に対す る割 り当て 制か ら雇用 の 問題 に論を移そ う。 社民党 はすで に 女性 雇用促

進計画 Frauenf δrderpline ，女性雇用促進構想 Frauenf6rderkonzepte を うち だ し て い る 。 こ

れ に 基づ い て 初め て 実施 さ れ た試み に
，

ハ ン ブ ル ク市 に お い て 1984年 1 月 1 日 か ら施 行 さ れ た

「官庁に お け る女性 の 雇用 促進 の た め の ガ イ ド ラ イ ン 」 が あ る。 こ こ で は次 の よ う な 箇 所が 問

題 で あ る 。 「よ りラ ン ク の 高い 部局 へ の 雇用 に際 して ，女性 は
一

男性 の志瀬者 と能力に お い て

等 し い場合　 ど ん な 部局で あ っ て も各職種 に 応 じて ，ラ ン ク付 が さ れ て い る俸給 ，報 酬，賃

金 の 各層 の す べ て に 雇用 され るよ う に配慮が な されな け れば な らな い
。 官庁に お け る新 規採用

の 場合，女性志願者 が男性志願者 と等 しい能力を有 して い る場合 に は （略 ），男 性 の 過 剰採用

は漸次廃止 され るよ う配慮が なされ な けれ ば な らな い
。 押 女性志願者が男性志願者 と 「等 し い

能力」 の場合 に
， 女性雇用 に 「配慮」が な され ると い う。 また ， 新規採用 で も 「等 しい 能 力」

の 際に 「配慮」 が な され る べ きだ と い う 。 女性 の 優先的採用 に は，他の 市町村で す で に 決議 さ

れ た割り当て 制条項 を見る と
，

い ずれ に も 「等 し い 能力」が 要請され て い る
15｝

。

　 と こ ろ で 現実 は どうか。学校卒業時 の 修了成績 の 平均 は女子 の 方が良 い 。新規採用時 の 能力

が主 と して成績に よ っ て 判断 され て い るな らば，優れ た能力を持 っ て い る女子の 方が 多 く採用

されて い る はずで あ る 。 しか し，現実は ，男性 の優先採用が 常態化 して い る 。 言 わ ば初 め に男

性 へ の 割 り当て 制あ りき，で あ る 。 代わ りに女性に は パ ー
ト労働が あ て がわれ る。 例え ば，ビー

レ フ ェ ル 市の 場合 ， 公務員総数は女性 の 方が 多 い 。 と こ ろが 正式採用 で は女性 が 41％ で あ り ，

パ ー
ト に い た っ て は 98％ を女性が 占め て い る

le）
。

　社民党 の 計画 に 共通する能力主義 に は
， 曖昧 さ が払拭 しきれず ，

そ の た め に現 状維持 に 手 を

貸 して い る。と い うの も，男女二 人 の 志願者の 能力が 同程度か ，相違 して い るか の 判断基準が

示 され て い な い か らで あ る 。 とな れば単 な る主観的な判断 で処理 され て い く。 能力 の 概念が ど

の よ うに も解釈 で きる の で ，女性の 追い 出 しに も簡単 に悪用されて しま う
1の

ポ

  緑 の党 の 場合

こ れ に 対 して 緑の 党 は，（1）あ ま りに も広 い概念で あ る能力を ，具体 的に職業修了証 の 記載事
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項や試験結果 と い う客観 的 formalに必要な能力 ・条件 に 限定 して い る 。 女性 は
， 性別役 割分

業ゆ え に，履歴書 の 中に子育て 期間と い う利潤に と っ て の 空白期間が生 じて しま う。 連続 した

職歴 が
， 男性志願者 と等 し い 能力か ど うか の 判断基準の

一
っ に な っ て い る以上 ，こ の 空 白期 間

は女性に不利とな る 。 緑 の 党は ，採用基準 と して の 能力を，客観的に提示で きる能力 に限定 し，

別個 に
， 家事労働 を新た に 基準 に含 め る 。 こ の 主張 は

， 家事 ， 育児 ， 職業　 すなわ ち社会 的 に

必要な労働は男女が 等 し くわ け合う と い う視点を前提と し て い る
。 社会的に必要な労働を徹底

して 分け あ う こ と に よ っ て
，

「こ れ ま で ま っ た く支払 い を受けず ，
い わ ゆ る重要 と は 認 あ られ

て い な い 家事，育児労働を も労働 の 再配分 に含 め る べ きで ある と思 う。 」
IS）
家事 ・ 育児労働 を女

性 の み に 背負わせ た ま ま で ，等 しい 能力を要求す る こ と は で きな い
。

　 そ こ で 緑の 党 は，  そ の た め の 社会的条件づ くりを同時に提 唱 して い る 。 第 1 に
， 週 労働時

間 の 30時間制へ の 移行で あ り，第 2 に 7時か ら17時 ま で 受 け入 れ可能な全 日制保育園 と小学校

の増設で あ り，第 3 に ，官庁の採 用年齢 の 制限 （32才） の 検討で ある 。 第 4 に ，男性 に 片 よ っ

て い る職業教育の 場に も50％ づ っ の 割当を課す る こ と 。 第 5 に，公募の 際の 性に 中立 と い う条

項 だけで は ， 現に 女性の 雇用増大 に力 を発揮 して い な い の で ， 加え て 「女性が優先 的に 採用 さ

れ る」 と い う項 目を公示す る 。 等 しい 能力で はな く，女性の 方に能力が あ っ て も労働市場 で は

女性が ふ る い落 と さ れ
， 性に 中立 と い う条項 が あ っ て もそ れが 機能 して い な い時， 女性に 「は っ

きりと訴 え，彼女 た ちに 勇気 を与え」
19），現実 を等 しい 参加 に変え て い くた め に ， 優先採用は 必

須で あ ろ う。 第 6 に ，こ う した新 しい 試みを絵 に 描 い た モ チ に 終らせ な い た め，監視 ・コ ン ト

ロ
ー

ル 機能を男女平等部局 に 持た せ る 。 例 えば，公務員を採用 しよ うとする 部局 は
， 必 ず採 用

決定 の プ ロ セ ス を ま とめ て 報告書を作成す る義務 を負う 。 こ れが
一

種の ，自己 コ ン トロ
ー

ル の

役割 を果 た す
m）

。

圈　終 りに

　反差 別法 の 連邦議会決議 は現在 の 右派
一

中道連立 政権下で は ほぼ不可能で あ ろ う 。

一
方 こ

うした全国 レ ベ ル で の 展望の な さに 比 べ て
21）
，自治体 レ ベ ル で い か に フ ェ ミ ニ ズ ム を根 づ か せ

て い くか と い う視点が明確に な り，そ の 視点 の 運 動へ の 転化は，市民 ・女性 ・住民運動 の 活性

化 に つ れて 強化 されて きて い る 。 そ の 一
っ が上 に み た よ うに ，各地の 自治体 に 設立 され て きて

い る男女平等部局の 設置で ある 。 しか し，現実 に は助役 の 下 に組 み込 まれ ，独 自の 活動 は著 し

く制限 され た ま ま で あ り，こ の まま で は 「行政 も何 かや っ て い る の だ」 と い うサ
ービ ス 行為 の

単な る ア リバ イ づ く り に終わ っ て しま う。 行政が 何か を や っ て や り ， 市民 は や っ て もら う
一

こ う した 能動と受動 の 関係は維持され たま ま で あ る 。

　 こ れ に 対 して 市民 自治 の 立場か ら条例を つ くっ て
， 男女平等部局の 権限を強化 して い く運動

が ，緑 の 党や フ ェ ミ ニ ス ト によ っ て 展開 され て い る 。 法 とは国 レ ベ ル だけ で 作 られ る ，と い う

連邦議会 の
“
専売

”
で は な い

。 自治体が作 る法，す なわ ち条例 こ そ は，地 域 の 市 民生 活 の 具体

的諸問題 を反 映す る 。 各 自治体 は例 えば ， 景観保護条例 ， 公害規制条例等特色あ る 条例を作 っ

て き た
。 違反者 に は，自治 体 自身が罰則 を課す こ とが で きる 。 国だ け が 処罰 で き る の で は な く，

地方自治 体 に も制裁権が あ る こ とが市民 自治 の 不可欠 の 要素で あ る 。 制裁権や割り当て 制等を
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 o 　 o 　 o 　 o 　 o 　 o 　 o 　 o 　 o 　 o 　 o 　 　

盛 り こ ん だ反差別法 が ，連邦議会 で 通過 しな い か ら，代替 と して 地方 で そ の精神を蘇生 させ る一
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と い う視点 で はな く ， 地方 こ そ が
， 市民 自治 に よ る フ ェ ミニ ズ ム の 根づ く場で あ る と い う理 念

が つ くり上 げ られ な けれ ばな らな い
。

　条例 に よ る 独 自の 部局 づ くりが あ っ て こ そ，50％ つ つ の 割 り当て 制 の遵守 を監視 し
，

チ ェ ッ

ク する機能が は た せ る 。 整理 すれば（1）市民 自治 に 基づ く条例作 り，  そ の 条例に よ る男女平等

部局 の 権限強化 と独自の 活動，（3）家事，育児労働 を も含め た労働 の 再配分 を視野 に い れ た 50％

の 割 り当て 制 が L ．・
つ の 展望 と な る 。 すで に述 べ た よ うに ω は ビー

レ フ ェ ル ト市緑 の 党が 実現 を

目指 した 。 失敗 は した も の の ，微妙な表現な が ら，「独自」 に責任を負 う，と い う助役 の 譲歩 を

ひ きだ した 。

　自治体に は，公共 の 場と して 社会の 模範と な る よ うな 計画立案と，そ の 実行を率先 し て 行 う

義務が あ る 。 行政 の 中に 作 られた男女平等部局に は，従 っ て 差 別を な くして い く大 きな 役割 が

課せ られ て い る 。

　今後（1）〜〔3）を市町村が地域 自治体の 課題 として 現実化する た めに は，地方 の フ ェ ミニ ズ ム 運

動，オ ール タ ナ テ ィ ヴ運動 を強め て い くと同時に ，緑の 党の 地方議会進出が更 に必要 で あろ う。

社会運動 の 側か らの イ ン パ ク トを，議会 内で 社民党 に伝え ， 緑 の 党 自身を含 め て ，社民党 を も

変え て い く力が緑 の 党に 備わ っ て くる とき，（D〜（3）は実現 して い くで あ ろ う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 注

1）Bayer ，　Johanna ，　 Lamott ，　Franziska　und 　Meyer ，　Birgit ：Frauenhandlexikon 　C ．　H ．　Beck

　　Verlag ，　 MUnchen 　1983　P ．26

2） Steg，　Elke　 und 　 Jenninghaus ，　Inga ： Die　 Zukunft　der　 Stadt　 ist　 weiblich ，　 AJD 　 Druck ＆

　　Verlag，　Bielefeld　1987，　 P ．11

3）4）5）6 ）Haibach ，　Marita，　 Immenk6tter ，　Mechthild　 und 　 Rtihmkorf ，　Eva ； Frauen 　 sind

　　 nicht 　zweite 　Klasse，　VSA −Verlag
，
　Hamburg 　1986・P ．34− 35

7）8） Steg ，　Elke 　und 　Jenninghaus ，　Inga ：Die 　Zukunft 　der　Stad　ist　 weiblch 　P ．23

9） Ebd
，
　 P．20

10）Ebd ，　 P ．26

11）Ebd25

12）13）Ebd ．26

14）Ebd ．34

15）　Ebd ．46

16）Ebd 。45

17） Ebd ．46

18） Pfarr ，　Heide ，　Iber−Schade ，　Anne −Rose ，　 Alice ，　 Schwarzer 　und 　 Krieger ，　Helgz ： Chance

　　und 　Gefahr　 fUr　 Frauen ？ In ： Emma ，　 Juli，1986．　 P ．29

19）Steg，　 Elke 　und 　Jenninghaus ，　Inga ：Die 　Zukunft　der　Stadむ ist　weblich 　P ．47

2D）Ebd ．　 P．47

21）立法化 の 可能性は な い が，緑 の 党 は予算要求 で 次 の よ うな 対案を出し，反差別法 の 実質 を生 か そ うと

　　試 み て い る 。
こ の 党 は，1987年に，翌88年度予算に対 して ，女性の た め の 政策 と い う視点に 立 っ て 4

　 項 目か らな る案を 提出 した 。 こ の うちの 三 つ の 項 目に 着目 して み よ う。
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　　第一項 は 連邦全体に 関 わ る 主張で あ る 。 こ こ で は ，基本法第三条 （（1）すべ て の 人は ，法律 の 前 に 平

　等で あ る 。 （2）男子お よ び女子 は，同権で あ る 。 （3胸人 も，そ の 性別，門地，種族，言語，故郷お よ び家

系，そ の 信仰 ， 宗教的ま た は政治的見解 に よ っ て ，不利益 を うけ，ま た は，特権を うけ て は な ら な い ）

　と社会福祉国家 の 規定が主張 の 根拠 とな っ て い る。第
一

は すべ て の 省 に 「女性 の た め の 政治」 部局 を

　設置す る こ とで あ る 。 例え ば
， 経済協力省 の 女性部局 は

， 第 三 世界 に お け る変革と エ コ ロ ジ ー
危機 を

　担当す る。更 に ，巨大科学技術 と産業 が 第 三 世界 の 女性 に 与 え る 影響 を 調査 し，必要 な 対策 を と っ て

　い く 。 住 宅 ・ 都 市 建 設省 の 女 性 部局 は
，

女 性 と子 供 に考慮 を 払 った 都市 建 設 に 責 任 を もっ
。 第 二 は

，

す べ て の 省庁，関連施設 に 託児所 を 建設す る 提案 で ある 。 父母 の ど ち らか が 上記 の 職場 に 勤 め て い て ，

15才以 下 の 子供 が条件で あ る 。 官庁が模範を示す こ と に よ り，社会 の す べ て の 分野で 労働 と家事 の 両

立 を 保障 して い く主張 で あ る。第三 は，雇用，職業教育 ，継続教育 に お い て ，女性 の 方 が 少 な い 場合

に導入す る男女50％つ つ の 割り当 て制 50−Prozent　Quotierungで あ る 。 第四 に，省庁，関連施設 の

す べ て に ，女性問題委員会 Fraunbeauftragte を設置す る こ とで あ る 。 そ の 権限 は官庁 に お け る公務

員協議会 Personalratや 企業の 経営協議会 Betriebsratと同じで あ り，任務は男女同数割 り当て制

の 維持 で あ る 。 こ れ に は制裁権 ，
チ ェ ッ ク機能 と独 自の 公報活動 が 保障 され て い な けれ ば な らな い 。

　 対案の 第 二 項は雇用の 奨励と再雇用 へ の 提言か ら成り た っ て い る 。 そ の 第1 は，男女 とも子育 て の

期間 を
， 従来 の 職歴 の 中 に

， 労働期間 Erwerbsarbeitszeit と して 組 み 入 れ る こ と で あ る 。 第 2 に
，

連邦雇 用 庁 に 対 して は，5億 マ ル ク の 予算を女性 の 再教育 と 再雇用 に あ て るべ きだ と して い る。す で

に 連邦雇用庁が作成し た計画を修正 し，職業教育の 訓練生 に 女子を70％ 採用す る 主張 が 第 3 で あ る 。

更 に 第 4 は 雇用促進法 に 則 っ て ，男女同数 の 割 り当 て 制 を，例 え ば，女性相談所 ABM −Stelleに ，ま

た継続 ・補習教育の 現場に適用 さ せ る要求で あ る。

　 第 三 項 は
， 新規 の 社会保障予算 の 創出を め ざ して い る 。 具体的 に は

， 第 ユに
， 虐待 さ れ た 女性 に 対

す る 公務員別居手当 の 導入 で あ る
。

こ れ は 経済的理 由で ，虐待をす る 夫や ，男性 パ ー ト ナ ーの も と に

戻 ら ざ る を え な い 事態 を防ぐた め で あ る 。 第 2 は
， 農業従事者の 女性を考慮 し

，
妊 産婦と し て 保護 す

る 政策 を と る。第 3 に，育児手当 Erziehungsgeld ＊
を 月額最低 1200マ ル ク に 増額 す る。現行 の 2 倍

で あ る 。 第 4 は，年金保険の 算定 の 際に ，子育て 期間を最低 3年 とす る 。 同時に 家事労働 へ の 従事期

間を 年金請求権 に 含 め る。

［
出典 は　Anti−Diskriminierungs−Haushalt ，　 In ： Die　 GrUnen ．　 talpa 　 Verlags−GmbH ．　Nr ，38

1987P ，4

＊ 1985年 12月 6 日 の 連邦育児手当法 Bundeserziehungsgeldgesetzに よ り導入 さ れ た 。 子育 て 中の 母

親ま た は父親 は 育児休暇を 子供 の 生後
一

年間取得す る こ とが で きる 。こ れ は 無給 だ が
， 国 は 6 ケ 月 目

ま で 育 児 手 当 Erziehungsgeld を 支給 す る。 こ れ 以 降 の 支 給額 は収 入 に 応 じて 減 額 され て い く。
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